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同    大 場 博 文

同    堤 典 子

（ 公 印 省 略 ）

令和５年度決算に基づく長崎県財政健全化判断比率及び

資金不足比率に係る審査意見書の提出について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により審査に

付された健全化判断比率とその算定基礎事項を記載した書類、同法第２２条第１

項の規定により審査に付された資金不足比率とその算定基礎事項を記載した書類

について、その審査を終了したので、別紙のとおり意見書を提出します。
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令和５年度長崎県財政健全化判断比率
及び資金不足比率に係る審査意見書

令和５年度決算に基づく長崎県財政健全化判断比率及び資金不足比率に係る審査を

次のとおり実施した。

第１ 審査の基準

長崎県監査基準に準拠して実施

第２ 審査の種類

健全化判断比率等審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3条第 1項
及び第 22条第 1項）

第３ 審査の対象

令和５年度長崎県一般会計、特別会計及び公営企業会計の決算に基づく健全化判

断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）及び各

公営企業会計の決算に基づき会計毎に算定した資金不足比率

第４ 審査の着眼点

健全化判断比率等及びそれらの算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適

合し、かつ正確であるか。

第５ 審査の実施内容

健全化判断比率等及びそれらの算定の基礎となる事項を記載した書類について、

関係職員に説明を求めるなどして、審査した。

第６ 審査の結果

１ 総括意見

審査に付された健全化判断比率等及びそれらの算定の基礎となる事項を記載した

書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。

健全化判断比率は、いずれも早期健全化基準を下回っており、また、資金不足比率
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についても、資金不足が発生しておらず、良好である。

しかしながら、本県は、県税などの自主財源に乏しく、歳入の多くを地方交付税や

国庫支出金に依存せざるを得ない状況にあり、今後、県債の償還にかかる公債費の

増加が見込まれるなど、財政状況はさらに厳しさを増していく状況にある。

このため、今後の行財政運営にあたっては、令和３年度から取り組んでいる「長崎

県行財政運営プラン２０２５」を着実に実施することにより、歳入・歳出両面からの

収支の改善に力を注ぐとともに、より一層の事業の重点化を図るなど、健全な財政

運営に努められたい。

２ 健全化判断比率等の状況

(1) 健全化判断比率

健全化判断比率名
令和

５年度

令和

４年度

増 減

(ﾎﾟｲﾝﾄ)
早期健全化

基準

財政再生

基準

①実質赤字比率 － － － 3.75% 5％

②連結実質赤字比率 － － － 8.75% 15％

③実質公債費比率 10.6% 10.3% 0.3 25% 35％

④将来負担比率 175.8% 178.7% △2.9 400%

※「－」：実質収支が黒字であるため、比率が発生していない。

(2) 資金不足比率  

会 計 名
令和

５年度

令和

４年度

増減

(ﾎﾟｲﾝﾄ) 経営健全化基準

交通事業会計 － － －

20%
流域下水道事業会計 － － －

長崎魚市場特別会計 － － －

港湾施設整備特別会計 － － －

※「－」：資金不足がないため、比率が発生していない。

３ 是正改善を要する事項

指摘すべき事項はない。
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【指標等の解説】

〇健全化判断比率

①実質赤字比率

  地方公共団体の最も主要な会計である「一般会計」等に生じている赤字の大きさを、

その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したもの

②連結実質赤字比率

  交通事業会計や流域下水道事業会計などを含む「地方公共団体の全会計」に生じて

いる赤字の大きさを、財政規模に対する割合で表したもの

③実質公債費比率

  地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公共団体

の財政規模に対する割合で表したもの

④将来負担比率

地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを、その地方公共

団体の財政規模に対する割合で表したもの

〇資金不足比率

交通事業会計や流域下水道事業会計など公営企業の資金不足を、公営企業の事業規

模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示すもの

〇早期健全化基準

  健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合には、当該健全化判断

比率を公表した年度の末日までに、「財政健全化計画」を定めることとされている。

〇財政再生基準

  再生判断比率（健全化判断比率のうちの将来負担比率を除いた 3 つの指標）のいず
れかが財政再生基準以上である場合には、当該再生判断比率を公表した年度の末日ま

でに、「財政再生計画」を定めることとされている。また、財政再生計画について総務

大臣の同意を得なければ、災害復旧事業等を除き地方債の起債ができない。

〇経営健全化基準

資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合には、経営健全化計画を定めるこ

ととされている。


